
学 校 ペ ージの うち、メー ルアドレ スの 記 秡され

た3725 校( メール アドレ ス記 載 率80 ％) のWeb

ペ ージ管 理 者であ る。メールにより調 介依頼 を

行っ た結 米 、854 校 の 有 効 川 答( 川 答 率23 ％)

が あ ったo 調 介項 山 よＷ ＷＷ のフォームで 提

示 し、同 答 を 集計 剳 こメール で転 送しているo

この 調 査の 対 象となった 学 校の 接 続形 態 を

調べ たもの が資 料4-2-1である。ISDN の ダイア

ルアップ接 続 が61.8％で 最も多 く、何らか の 形

の 心用線 で常 時接 続 されてい るものが19.6% と

なってい る。アメリカ合衆 国 ではこの 値が 既 に

逆転し 、常 時 接続 の 形態 が65％を越 えてい る。

また 、インターネットに接 続 されて いる 端 末数

が 資料4-2-2 に示 されて い る。端 末 数 が3 台 以

下の 学 校 の割 合 が昨 年 の57.5% か ら38.8% に

減 少し てお り、接 続 さ れた 端 末 数 が 着 実 に 増

加してい ることが わ か る。し かし 、まだ す べ て

の 教 室 か ら自 由 に 使 え る状 態 に はほ ど遠 い 。

実 際､ 設備 面 での 問 題点 を 調べ た結 果は 資料

4-2-3に あるように､｢ 校内 ネットワークが 未整備｣

が475%､｢ 接続 できるコンピュ ータの 数が 不足｣

が39.7% となっており、引 き続 き校内ＬＡＮの 整

備とインター ネットに 接 続 できる端 末 の確 保 が

収要 な 課 題となってい る。

第４ 部 社会

rjl? ば|ﾔtﾔﾔ ｺﾞ
ﾂﾞﾄﾞ
ﾀﾞ( ゛((
………:ﾑ

¨

とし)ﾋﾟ……
………1゙“ ｌ゙‘iISDN≪9ダ゙７゙ ７７９ ダ４７

資料4-2-1　 学 校の接続形態

その他　1.8%

高速専用回線(1.5Mbps 以上

の高速デジタル回線、ＣＡＴＶ、

キャンパスＬＡＮなど）で

常時接続　5.4%

専用回線（デジタル64kbps

以上、ＯＣＮエコノミーなど

で
ぐ

を含む）で常時接続　14.2%

学校はインターネットに
接続されていない　6.8%

ム
‾公衆回線（ダイヤル
アップ、アナログ）

‰、で接続　10.0%

EIEI　 大阪 教育大学｢ インターネットと教育｣ 調査結果を元 に作成

資 料4-2-2　1 校あたりの イン ターネットに接続 されてい るコンピュータ数

その 他　２０.1％

～ ５０台　5.7%

～ ４０台　3.4%

～３０台　8.3% 一

～２０台　8.4%

～10 台　９.０％

高校 中学 小学 養護 その他 合計

学校はｲﾝﾀｰﾈｯﾄ に接続されていない １２ １４ 27 ３ ２ 58

公衆回線(ﾀﾞｲﾔﾙｱｯ ﾌﾟ､アナログ)で接続 37 １４ 28 ３ ３ 85

公衆回線(ﾀﾞｲﾔﾙｱｯ ﾌﾟ､ISDN)で接続 182 １１４ 184 24 24 528

専用回線(デジタル64kbps 以上、
OCN エコノミーなどを含む)で常時接続

71 22 １９ ７ ２ 121

高速専用回線(1.5Mbps 以上の高速

ﾃ ｼ゙ﾞﾀﾙ回亂CATV､ｷｬﾝﾊﾟｽLANなど)で常時接続
１１ １３ １６ ５ １ 46

その他 ５ ２ ９ ０ ０ １６

～５台　6.2%

Ｉ Ｅ Ｉ　大阪 教育大学｢ インタ　ネットと教育｣ 調査結果を元に作成

資 料4-2-3　 設 備 な ど の 面 で 特 に 障 害 に な っ て い る こ と

その他33.4% ヘ

メールサーバが校内に

なく、メールアカウント
の発行が自由にできない

14.6%

ＷＷＷサーバが校内に

なく、ホームページの　　 ｍ

更新が容易でない ７６

ス

ィンターネットに接続

できるコンピュータが古く

機能が不十分である　10.5%

インタ ーネット に接 続でき る

コンピ ュータの数が

不足し ている　39.7%

・2 項目選択合計200 ％ で表示

解 説

校内ネットワークが

高校 中学 小学 養護 その他 合計

O台 １ ２ ８ ２ ０ 13

1台 59 35 58 ４ ６ 162

～3 台 57 34 52 10 ３ 156

～5 台 23 ７ １６ ４ ３ 53

～10 台 28 １２ 23 １０ ４ 77

～20 台 １６ １１ 37 ６ ２ 72

～30 台 19 １６ 33 ０ ３ 71

～40 台 １５ ８ ２ ２ ２ 29

～50 台 25 １８ ５ ０ １ 49

その他 75 36 49 ４ ８ 172

高校 中学 小学 養護 その他 合計

保守運営費用が不足し､ｼｽﾃﾑ の維持(障害対応、

ｼｽﾃﾑ 更新)が十分できない
62 25 42 ７ ７ 143

回線接続費用が不足し、

接続時間が十分に確保できない
61 １０ 24 ４ ４ 103

回線接続費用が不足し、

回線容量(アクセス速度)が不十分である
71 36 38 １ ６ 152

校内ﾈｯﾄﾜｰｸ が未整備で利用できる場所が

限定されている
157 76 135 23 １５ 406

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ に接続できるｺﾝ ﾋﾟｭｰﾀ の数が

不足している

１１２ 80 125 14 ８ 339

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ に接続できるｺﾝ ﾋﾟｭｰﾀ が古く

機能が不十分である
26 25 30 ３ ６ 90

ＷＷＷサーバが校内になく、

ホームページの更新が容易でない
21 16 24 ２ ２ 65

メールサーバが校内になく、

ﾒｰﾙｱｶｳﾝﾄ の発行が自由にできない
53 26 31 １０ ５ 125

その他 73 64 １１７ 20 １１ 285

保守運営費用が不足し､ｼｽﾃﾑ の維持(障害対応、

保 守 運 営 費 用 が不 足　16.7%　ｼｽﾃﾑ 更新)が十分できない

l 黯昌琵躋翼)言 で帽 Ｗ昌區 。

回線接続費用が不足 、　　 回線 接 続 費用 が不足し、

接続時間が十分に確保　　 接続 時 間 が十 分に 確保 できない

でき ない　12.1 ％　　　　 回線 接 続 費用 が 不足し、

回線接続 費用が不足し、　 回線容量（アクセス速度）が不十 分である

悶 悶 召 ？ 騁 甑 齠 昌 之 ” ゛ ゛ “ “ ″

lil酊71　 大阪 教育大学｢ インターネット　 その他
と教育｣ 調査結 果を元に作成　-

学 校 に お け る イ ン タ ー ネ ット 利 用 環 境

国内 の インターネットの教 育 利 川の 動向 を 調

べ るた め、学 校 の ホ ームペ ー ジ竹 理 行を 対 象

とし た電f･ メールに よるアンケート調 介を 実 施

した 。我 々は、1995 年3 月 から4 年 問 にわ たっ

て 大阪 教育 人 学に おい て 運用して いる教 育 情

報 リ ン ク 集｢ イ ン タ ー ネ ット と 教 育｣

(httｐ://ｗｗｗ.osaka-kyoiku. ａc.jp/educ/) で

収 集し た 学 校のＵＲＬ情 報 をもとに 毎 年 調 査を

実 施し てい る。

今 川の 訓介 は1999 年1 月15 囗～2 月７囗に 実

施 された 。対 象 は1998 年12 川26 囗版 の｢ イン

ターネットと教 育｣ に 記載 され てい る4642 校の

１２８ ◆ インターネット白 書' ９９



資 料4-2-4　 情 報 を 探 す 手 段

その他　2.0%

教育 委員 会・

教育 センターのページ　1  1.7%-

個別分野・テーマ別

のリンク集　12.9%

学校向けサーチエンジン

サービ ス（学校検索

巡

10.２％　　　　　　　　　J 阿ｼ:

学校向けディレ クト リ

サービ ス（インターネットと

教育など ）　18.6%

書籍（イエローページ）、

雑誌　13.9%

厂 メーリン グリスト 、
メールマガ ジン　9.6%

乙 ネットニ ュース。
ＢＢＳ・会議室・

＼　　 フ ォーラ ム　２.０％

一般的なディレクトリ
サービス(yahoo など）
70.4%

一般的な サーチエン ジンサービ ス

（ｇＯＯなど) 48.7%

社会 第４ 部

資料4-2-5　不足していると思われる教育･ 学習情報

その他　5.0%

教育 用ソフト ウェア

24.9%

電子教科書・参考書

14.4%

電子図鑑・画像資料

（素材) 23.3%

電子年 鑑・統計資料

（素材）　15.7%

美術館・博物館情報　2.5%

催し物・研究発表会　6.5%

国内交流先紹介　1 1.4%

― 国際交流先紹介　8.1 %

ｒ 共同学習企画案内　12.4%

学習指導案・授業案

２９.０％

教育実践事例報告　38.5%

図書館・文献情報　9.0%

を2 項目選択合計200% で表小　 町1讐元1　き 鬯熬宮木学.肬 ン,?　ネットと教育」　な2 項目選択合計200% で表示　|rlEI　 大阪教育大学「インタ　ネットと教育」

調査結果を元に作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 調査結果を元に作成

資料4-2-6　教育･ 学習情報を利用する場合の困難

児童生徒に有害な 情報を

遮断できない　18.4%

情報が外国語の ー
ままである　7.1%

著作権の問題で

情報を再利用

できない　17. ７％

情報が一般向けで、ご
教育用ではない　47.1%

その他　5.8%

必要な情報が
存在しない　22.5%

過剰な不用情報の中に
必要な情報が埋没　59.1%

情報の信頼性に

不安がある　18.6%

情報が頻繁に移動、
変更されている　3.6%

資料4-2-7　情報を発信する際の障害

ＷＷＷページ への返事、

応答 が少ない　7.7%

ＷＷＷページへの　⌒
アクセスが少ない　4.8%

情報の更新作業に 一
手間がかかる　39.2%

コンテンツの作成に亅
手問がかかる　38.8%

その 他（具体的に）10. ０％

校内の組 織が

未整備であ る　６０』％

発信内 容の承認

手 続き が面倒　10. ９％

個人 情報保護条例による

制 約が大きい　15.3%

教育効果がうまく

評価できない　13. ２％

※2 項目選択合計200% で表示　 訂1酊1　 左墜祚穹木学｢ ﾌﾞ.ン.?－ネットと教育｣　 ・2 項目 選択合計200% で表小　 町1酊71　 大阪 教育大学｢ インターネットと教育｣

調査結果を元に作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 調査 結果を元 に作成

解 説
教 育･ 学 習 情 報 リ ソ ー ス と 情 報 発 信

インター ネットの 教 育 利 用 の2 本 の 柱 は 教

介･ 学習情 報 リソースの活 用と共 同・交流学 習

であ る。まず 前 者 に つい て 、そ の情 報 人ｆ 手

段 を2 項 目 選択 で 尋 ね たもの が 資料4-2-4 で あ

る。yahoo などの ディレクトリサービ スが70.4% 、

ｇｏｏなど の サ ーチェ ン ジンサ ービ スが48.7% と

なり、Ｗｅｂの 一 般 的 な 検索 サ ービ スが そ の 他

のf 段 を大 きく上1111つて いる 。学 校 向 け の デ

ィレクトリービ スや サ ーチェ ンジン サ ービ スは

介 わせ ても28.8％にとど まった 。

また、インター ネットh で 不足して いる教 育・

学 刊情 報 を2 項 目 選択 で 尋 ね た結 果 は 昨 年の

調 査とほとんど同 様であり、資 料4-2-5に示 され

るように 、教 育 実 践 事 例 報 告38.5% 、 学 習 指

導案･ 授 業案29.0%､ 教肯 川 ソフトウェ ア24.9%

となって おり、教 育 素材 的 な デ ータより、実 践

に|¢l:接 役 立つ 情 報 が必 要とされて いる 。

ところで､ こうし た 教育･ 学習 情 報 を 利 川 す

る 場 介に 困 難 となる点 を2 項|| 選択してもらっ

たもの が 資 料4-2-6 であ る。こ れも昨 年 とほぽ

状 況が 変 わらず､｢ 過剰 な 不月丿情 報 の巾 に 必 要

な 情 報が埋 没｣ が59.1 ％､｢ 情 報 が 一 般向 け で

教 育 川 で はない｣ が47.1%､｢ 必 要 な情 報が 存

在 しない｣ が22.5% となってお り、学 校 向 け の

質 の 高い 情 報が 絶 対 的に 不 足し 、これ を膨 人

なノイズの巾から探しだすことが閑難であるこ

とが指摘されている。

また、情報を発信する際の問題点を2項II

選択したものが資料4-2-7であり､｢校内組織が

未整備であること｣が60.1%､｢ 情報の更新作業

に手問がかかる｣が39.2%､｢ コンテンツの作成

に手問がかかる｣が38.8％などとなっている。

これは、学校においてインターネットの利川を

進めるための仕事が、少数の竹理者となる教

師に集中していることをうかがわせ、より多く

の教師を対象とした研修プログラムの必要性

を示唆している。

國 ・ Ｓ

インターネット白書'９９ ◆12 ９
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資料4-2-8　交流･ 共同学習の経験の有無

教職貝も児童･ 生徒も

メールアカウント数不足 が深刻

資料4-2-9　交流･共同学習の経験

海外の学 校外の

人々と　4.0%

海外のクラス・
学校と　15.9%

国内の学校外
の人々と　8.3%

校内のクラス、

学年間で　フ.３％

地域（同じ 自治体）

のクラ ス・学校と
／　　　　　13.2%

地 域の学校外の人々

（ＰＴＡ、社会人、

学 生など ）と　6.9%

国内（県外）の
クラス・学校と　24.0%

lil酊71　 大阪教育 大学｢ インタ　ネットと　　 ※2 項目選択合計200 ％で表不　171 否l　大阪教育大学｢ インタ　ネットと教育｣

教育｣ 調査結果 を元に作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 調査結果を元に作成

資料4-2-10　交流･ 共同学習の手段

郵便　1.6%

ＩＳＤＮビ デ オ会

議（ フ ェニ ッ ク

スな どイ ン タ ー

ネッ ト経 由 でな

いもの) 9.7%

電話・ファックス　3.3%

ＷＷＷペ ージ　20.1%

電子掲示板・
会議室　4.9%

，チャット　2.8%

ビ デオ会議

(CU-SeeMe ・
NetMeeting など
インターネット経
由のもの) 4.1%

※2項目 選択合計200 ％で表示　･liE71　 大阪教育 大学｢ インターネットと
教育｣ 調査結果 を元に作成

資料4-2-12　1校あたりの児童､ 生徒のメールアカウント数

２００～　1.9%

～５０　2.8%

～２０　4.2%

～５　3.6%

１　10.3%

解 説

２００～　 ２ ．０％

資料4-2-11　1校あたりの教職員のメールアカウント数

～３０　 ２．２％

～２５　0.9%  ―

～２０　 ２．２％ 一

～ １５ 2.7%  '

～ １０　5.2%

４ 。７ ％

IEI　 大阪教育大学｢インタ　ネットと教育｣
調査結果を元に作成

資料4-2-13　交流･共同学習の際の障害

その他　33.7%

い やがらせメール、

広告メールなどが

防げない　7.8%

児童・生徒の

プライバシーが

保てるか不安

24.0%

意思疎通がうまく でき ず、

交流が長続きし ない

21.1%

メールアカウントが
不足している　44.6%

国内交流 ・共同 学習 の

相手が 見つからない

28.1%

国際交流・共同学習の
相手が見つからない　9.1 %

べ 匸 教育効果がうまく

言葉や習慣の壁　　評価できない
10.5%　　　　21. ０％

町rEI　 大阪教育 大学｢ インタ　ネットと　　 ゛2項目選択合計200 ％で表示　 町1酊1　 吉晤熬穹 木学特 ン.?　 ネットと教育｣

教育｣ 調査結果 を元に作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 調査結果 を元に作 成

コ ミ ュ ニ ケ ー ショ ン

インター ネットの特 徴 であるコミュニケーション

メデ ィアとして の 機 能が､ 学 校教 育の 場 でどう

活 かされているか を調 べ た。まず 、交流･ 共同

学 習の 経 験を2 項[1 選 択で 尋 ねた が､ 資 料4-2-

8で 示 され るように経 験 なし が52.8% で あり、昨

年の40.8% に比 べ 未 経験 の 川 が 川 加してい るO

交流 や 共同 学 桝 の 対 象とし ては 、閥 内 の クラ

ス･ 学 校 が24.0% と最 も多く、海外 の クラス･ 学

校15.9% 、同じ地 域 の学 校･ クラス13.2% と続 い

ている。また、交 流･ 共 同 学 習 の 手段 としては

資料4-2-10のように 電 子メー ルが42.6% と圧 倒 的

に多く、Ｗ Ｗ Ｗペ ージが20.1% で 続 いて いる。
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そこで､ 交流･ 共|司学習 の基 本 的ツールであ

る電 子 メールのアカウントの発 行状 況を教 職 員、

児 燉･ 生徒 につい てそ れぞ れ 調べ た 結 果が 資

料4-2-11お よび資 料4-2-12で ある。教 職11 の 場

合 、学 校 あたり0～3 アカウントを 合 わせ て71.2%

となって いるO また 、児竜･ 生徒 に 関してもアカ

ウントが1 つも発行 されていない 学 校が70.8% に

達している。メールアカウントの発 行状 況は 咋 年

度からほとんど 進展 が みられ ない。

交 流･ 共 同 学 習

さて、交 流･ 共同 学習 の 際の 障 害を2 項 目 選

択 であげ てもらったものが 資料4-2-13であ る。先

に 見たように､｢ メールアカウントの 不足｣ が44.6%

でトップとなり、続 いて｢ 閥 内 交 流･ 共|･li｣学 習 の

相ｆ が 見つ からない｣ が28.1% 汀 児 童･ 乍徒 の

プ ライバ シーが 保てるか 不安｣ が24.0% などとな

って いるO こうしてみ ると、インターネットへ の 接

続 率は 着実 に増 加して いるものの 、インター ネッ

トを 積 極的 に 利 川した 交 流･ 共|可学 習 が 進 ん

でいる 様子 が みられず､ かえって実 験 期の 活性

が 火 われて いるような 感すらある。インター ネッ

トの特 徴 をもっとも活 か せ るの はコミュニ ケーシ

ョン機 能を利 川したプ ロジェクト学 習 であるとの

指 摘もあり、コミュニ ケーションの ため の環 境 整

備 が 望 まれ る。
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資料4-2-15　 都 道府県別ホームペ ージの開設数（上位25 位 ）

高校 中学 小学 養護 合計

東京 126 107 69 ８ 310
大阪 183 57 40 ７ 287
岐阜 83 69 108 １１ 271
愛知 68 67 96 ２ 233
北海道 98 75 57 １ 231
兵庫 57 40 77 ７ 181
茨城 97 36 44 ３ 180
埼玉 57 37 56 １ 151
新潟 １８ 33 97 ０ 148
長野 32 45 70 １ 148
神奈川 71 41 29 ５ 146
京都 40 42 40 １０ 132
岡山 83 １７ 21 １１ 132
群馬 77 17 １１ １１ １１６
千葉 53 30 27 ３ １１３
福岡 48 26 31 ８ １１３
佐賀 27 34 42 ４ 107
静岡 47 27 22 ３ 99
富山 32 23 39 ３ 97
石川 31 24 30 ７ 92
広島 49 18 25 ０ 92
鹿 児島 30 １７ 39 １ 87
香川 28 23 24 ５ 80
山口 16 26 25 ２ 69
高知 24 １９ 22 ３ 68
合計 1869 1301 1592 158 4920
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ホームページ開設数

1998年12月26日版の｢インターネットと教育｣

の学校ページのデータによれば､ ホームページ

を公開している学校数は資料4-2-14のように

4900校を越えている。校種別の開設率は高等

学校34.0%、巾学校11.6%､ 小学 校6.5%、肓･

聾･ 養護学校16.2% であり、全体として囗本の

学校の11.7%に達するO ホームページ開設数は

この1年でほぽ倍増しており、毎週60校以lこの

割合で増加しつつあるO 同じデータから各祁道

府県別のホームページ開設数を求め､これをそ

の祁道府県の総学校数(小学校十中学校十高

等学校十盲･聾･ 養護学校)で割ったものを､学

教 育
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解 説

校 ホームペ ージの 都逆 府 県 別 開 設比 率と呼 び

資 料4-2-16に 示した。地 方自 治体 による教 介 情

報 ネットワークの 整備 が 令ll･|的 に進 行 中で ある

が｡ ホームペ ージ|創設比 率 からは 、そ の収 り組

みに 人きな地 域 格 差が あることがうか が える。

イ ン タ ー ネ ット の 教 育 利 用 の 今 後

1994 年 の100 校プロ ジェクトの 開 始 から終]'

までの5 年 問は[1 本 の インター ネットの教 育 利 川

の 第 一段 階であり、さまざ まな実 験 が 行 われ る

と川|時に 学 校を取り巻く環 境 は大きく変 化した。

第1 段 階 の 現 在 は、令 閥 の 学 校 へ の インター

ネット接 続 環境 整備 が2001 年を|| 標として 進 行

してい る。し かしな がら、教 育 センター集 中 型

のダ イヤ ルアップ 接 続 はこの 鯛 査で み たような

多 くの 問 題 点 を抱 えて いる。学 校 へ の 接 続 が

実 現 で きた ならば 、次 の 日 標 として 、山 常 時

接 続 環境 の 実 現､(2) す べ て の クラスに 帖 報コ

ンセントと端 末､(3) すべ ての 教 師 にメー ルアカ

ウントと端 末 、(4)学 校もしくは 学 校 群 単 位 での

簡易 サ ーバ の 運 用、などを 視 野におきつ つ､ 新

し い ネットワーク環 境 や カリキュラムのデ ザ イン

の 開発 を進 める必 要が あるだろう。

(越桐 國雄　 大阪 教育大学教授)
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